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昭和50年度の海外関係業務をふりかえって

海外地質調査協力室

1.はじめに

地質調査所における海外関係活動は技術研究協力･在

外研究および出版物･標本の交換を含む研究交流など

多岐にわたり各部課にわたって行なわれているがこ

こでは従来通り発展途上国に対する技術研究協力を

中心として海外地質調査協力室が担当あるいは関係し

ている業務について概略を報告する.ただし今回は

地域別に活動をまとめた(第1図参照).技術協力プ

ロジエクトの内容や協力の対象である組織の内容につい

て若千の説明を加えた.事務的な業務報告は当室で編

集･配布している海外地質朗報(季刊)にけいさいされ

ているが業務や成果の詳細匁内容については本誌に

毎号のようにけいさいされている海外関連記事を参照

されたい.

2.アジア･太平洋地域

東南アジア地域地質構造の研究

(国際産業技術研究事業特別研究)一インドネシア

工業技術院による国際産業技術研究事業(ITIT)の特

別研究の1つとして昭和48年度よりインドネシア地質調

査所とジャワ島の地質構造の共同研究を実施している.

昭和50年度には50年8月より10月にわたり燃料部佐

藤良昭技官(9月7目一10月5目)星野]男技官(8月

19目一10月5目)名取博夫技官(8月2員一!0月5目)

および物理探査部長谷川博技官(8月19目一10月5目)

がインドネシアにおいて中部および東部ジャワにお

ける現地調査を含む共同研究を実施した.またイン

ドネシア地質調査所地球物理研究課のStisnaSK畑DI氏

がフェ回一研究員として昭和50年11月5目より昭相

51年2月2目まで来日し共同研究を行なった.昭和

50年度の研究およびその成果の概要は下記の通りである.

インドネシア国ジャワ島およびその周辺の地質構造の

解釈を行なうため地球物理学的研究とくに重力デｰタ

の処理解析方法の研究および地質学的研究を実施した.

東部ジャワおよび中部ジャワに設立した南北側線に沿い

先第三系第三系および第四系の地質野外観察岩石

F共同研究(mT)長期専門刺民遣(任蜘年以上･1･･その他)

F短期専門家派遣(･1閉研究協力調査(1･1･)

肝研修員受入(･1･･一1･1･)

洲♪

泳

伽

'＼･トノレコ

,'アラビアv

マレｰシア､

へ･^わ､インドネ

犬〃

､1＼ひ

�

'一'''一1一一“㌔ノ1

メキシコ

平

､

コロンビア

庁ヘルｰ

南太平洋

(ソロモン群岨)チリ

㌻

♂

レ

第1図地質調査所によ

る技術研究協力(昭和50年度)�
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物性測定および微化石研究用の岩石試料(定方位試料を

含む)の採集主として新旧火山岩の残留磁化ポラリ

ティｰの測定を行なった(第2図写真1).

地球物理学的研究:インドネシア地質調査所カミ編

集したジャワ島のブｰゲｰ重力異常図にもとづいて昭

和48･49年度にはモホ不連続およびコンラッド不連続

面を対象とする深部構造の解析を行なった.昭和50年

度はジャワ島の南北横断測線15本につき以前に行な

った各種のデｰタ処理および岩石試料の物理的性質の測

定の結果を参考として深さ1～5良㎜程度の浅部構造

の解析を行校っている.

構造地質学的研究:ジャワ島中央部に東北東一西

南西の構造線が走ることこの構造線によって東部と西

部は異恋る構造単元に属することが予想され今年度は

この推定構造線および東部地塊における深成岩体の構造

的性格の解明につとめた.この構造線は中新世に起源

をもちかなり最近まで活動していた地溝状のものと考

えられる.従来花筒岩として記載されている東部の岩

体は今回の調査範囲で確認できなかった.中部の閃

緑岩体は深部構造と密接に関係しているものと思われる.

なお採取試料の物性測定高圧研究を実施中である.

鰯位･古生物学的研究:東部ジャワの側線には下

部中新統～第四系中部ジャワ側線には中生代の変成堆

積岩と未変成の暁新統～第四系が露出し泥質岩中には

小型有孔虫石灰岩中には大型有孔虫カミ豊富に含まれる.

これら有孔虫のこれまでの分析結果ではジャワ島

南部および北部に新生代の浅海相中央部に浅～中深海

相が卓越する.浅海堆積相の南部のものには流れの強

い堆積環境中･北部には静かなタイプのものカミ多い.

有孔虫群集の精細については目下究明中である.

日本列島弧との比較研究:ジャワの地質構造を日

本の島弧構造と比較するため既存資料により東北日

本および西南日本の地質･地球物理･鉱床分布に関する

断面図を作成した.また東北地方で岩石物性測定用

の岩石試料の採取および野外観察を行なった.

東アジア･北西太平洋地域の地質･資源情報の編集と総合

(環太平洋マップ･プロジェクト)

1973年に発見した環太平洋マップ･プロジェクトは地

質およびエネルギｰ鉱物資源に関する情報を収集して1

千万分の1および2千万分の1の地図のシリｰズにまと

めるとともに可能な限りデｰタの標準化とコンピュ』

タ化を促進することを目標としている.マップ･プロ

ジェクトは1974年8月ホノルルで開催された環太平洋

エネルギｰ鉱物資源会議の際にこの会議を継続的に開

催するために設立された環太平洋エネルギｰ鉱物資源

理事会の事業の1つとなっているが米国地質調査所が

予算をとって全体の運営にあたっており資源図の作成

に重点がおかれている.

このプロジェクトでは環太平洋地域を4つのクオド

ラントにわけ極東ソ連からインドネシアに至るクオド

ラントを担当する北西パネルは資源開発大学校西脇親

雄専務理事をパネル議長とし地質調査所海外地質調査

協力室を事務局として活動している.国内では地

質調査所関係各部をはじめ東京大学気象庁石油開

発公団石油開発技術センタｰおよび石油資源開発株式会

社からパネルメンバｰが参加している.また国外

では北西クオドラント地域の各国の国立地質調査研究

機関および米国地質調査所のほか国連機関および東南

アジア石油探鉱協会(SEAPEX)からパネルメンバｰ
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第2図ITIT特別研究プ1コジェクトによるインドネシア･ジャワ島の調査

測線(地質調査･崇石試料採取･帯磁率測定等昭和49･50年度)

写真1インドネシア･ジャワ島中部での岩石定方

位試料の採取(ITIT特別研究プ回ジェクト)�
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第3図環太平洋マップ･プロジェクトのGeo1ogicMapの凡例のため

の対比図.地質ユニットは主要な不整合で分類され伝統的

な化石による地質時代範囲を用いない.

カミ登録されている.

昭和50年5月5-8目米国のメンロパｰクでパネ

ル議長会議が開催され酉脇親雄議長および広川治元所

員が米国地質調査所の経費により出席した.この会議

でGeo1ogi･MapとTectonicMapの凡例の大枠が決

定された.昭和50年8月15目東京で行荏われたCC

OP第12回会合(後述)の際第1回バネル総会が開催

され関係各国の代表が出席しこの事業に関する国際

協力について討議し昭和51年3月までに各国が

Geo1ogicMapの原稿図をパネル議長に提出することを

決定した.昭和50年度末までの作業状況は下記の通り

である.

GeO10gicMap:新しい凡例にもとづき猪木幸男

地質部長および地質部吉田尚課長が臨時メンバ』として

目本およびその周辺海域の地質図を作成した.地質部

沢村孝之助技官がインドシナ半島の地質図を米国地質

調査所のDr･M･丁珊岨Nが中国の地質図をそれぞれ

編集中である.またソ連･韓国･フィリピン･タイ

･マレｰシア･インドネシアのメンバｰがそれぞれの担

当地域の編集を行なっている(第3図写真2)

灘繋榊一蹴
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写真2

環太平洋マップ･

灘萎洲鞘'プロジェクトのた
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灘駈榊舳吉因尚による)�
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T㏄tOl■iCM理:地質部沢村孝之助技官が日本およ

びその周辺海域について地質的要素の編集を行なって

いる.佐野凌一海外室長が全地域について堆積盆

地の既存資料を基礎として仮編集図を作成している.

気象大学校伊勢崎修弘助教授が全地域の地磁気情報の編

集を行なっている.それ以外の地球物理的要素につい

ては世界デｰタセンタｰAやその他の既存資料を利用

する方針で東京大学地震研究所上田誠也教授および気

象庁安井正海洋課長が検討を行なっている.

Mi皿era1M理:大町北一郎鉱床部長鉱床部山田敬

一課長および嶋崎吉彦課長カミ目本の鉱物資源図を試験的

に作成した.海洋地質部盛谷智之技官がマンガン団塊

産地の資料を提供した.

瓦皿e㎎yMap:石油開発公団石油開発技術センタｰ

石和田靖章所長およ石油資源開発株式会社池辺穣常務取

締役が日本およびその周辺海域の炭化水素編集図を試

験的に作成し検討を続けている.SEAPEXは東南

アジアの油ガス田および徴候地の資料を送付してきた.

GeOgraphiCa1Map:米国地質調査所がこのプロジ

ェクトのべ一スマップをGeographica1Mapとして出

版することになり地名の校閲を依頼してきたので海

外室桑形久夫技官が担当して検討した.

なお東京分室地下1階にマップ･プロジェクトのた

めの資料保管兼作業室を設けた.

国連アジア太平洋経済社会委員会(廻SCAP)

地質調査所のアジア地域における技術協力活動はES

CAPとの密接匁関係の下に行淀われてきた.

アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOR)はESC

AP下部の政府間協力機構として1966年設立され日本

カンボジア･インドネシア･韓国･マレｰシア'フィ

リピン･シンガポｰル･タイおよび南ベトナムが加盟し

ている.CCOPの目的は海底鉱物資源の基礎的調査

の促進にあるがその活動の重点は次第に変化し現在

では加盟発展途上国の関係国立機関の強化と能力の向

上のための技術者の教育･訓練が重視されている･C

COPの活動に対して国連開発計画(UNDP)から地域

プロジェクトとして援助が与えられておりUNDPプ

ロジェクトの事務所がCCOPの事務局を担当している.

わが国では小林勇地質調査所長がCCOPに対する常

任代表をつとめその活動に協力している･昭和50年

8月8-22目東京で第12回年次会合が開かれ小林所

第1表派遣専門象および在外研究員(昭50.4.1～昭51.3.31)

氏名

△加藤

△沢村孝之助

△高島

△佐藤

△藤井

△長谷川

△石原

④駒井

○神谷

○岡部

○松本

④名取博夫

④長谷川

④星野

④佐藤

④佐友木

○河野

④佐野

○木村

④大町北一郎

○伊藤

○三村

○武居

○藤井

○安藤

所属1

渡航先機関お1び国1期間1経費鱗

加藤甲壬�技術�サウジアラビア��

��鉱物資源局�6.3.16～0915サウジ政府�

高橋清�技術�サウジアラビア��

��応用地質学センタｰ�套葦毒呈～ユネスコ�

x沢村孝之助�地質�エスキャブ(タイ)CCOP事務局�§§きτJ･･A�

平山次郎�地質�サウジアラビア��

��鉱物資源局�湖9～サウン政府�

∫高島清�鉱床�トルコ��

��鉱物調査開発研究所�搬0～J1･A�

竹田英夫�鉱床�メキシコ�8.12.12～�

��再生不能天然資源審議会�1.12.11�JICA

河内洋佑�地質�ニュｰジｰランド��

��オタゴ大学�姜主婁～オタゴ大学�

へ佐藤壮郎�鉱床�カナダ地質調査所4931～科学技術庁��

��メモリアル大挙�1229長期研究員�

へ藤井敬三�燐料�鶴編ピア4搬τサウジ政席��

松久幸敬�鉱床�米国�013～科学技術庁�

��シカゴ大学�2.1.2�.一ト研究員

へ長谷川博�物探�インドネシア�O.2.26～�

��地質調査所�O.4.2�ITIT

へ石原舜三�鉱床�米国カナダホｰフィ��0331～科学技術庁

��リｰガヅパｰ鉱床研究�50.8.31�中期研究員

本島公司�技術�エスキャプ(タイ)�50.3.1～�

��鉱物資源開発センタｰ�52,2.28�JICA

⑪駒井=郎�物探�カナダ空中磁気探査法�50.6.1～�

��の現状調査�50.6.18�外国受託

○神谷雅晴�北支�トルコ�50.7.1～�

��鉱物調査開発研究所�52.6,30�JICA

○岡部賢二�中国�〃�〃�〃

○松本英二�海洋�カナダ�50,7.20～�科学技術庁

��環境庁海洋研究所�51,7.19■■■■一�{一ト研究員

��皿'1��

④名取博夫�燃料�インドネシア��

��地質調査所■…凹皿■■■1■■■�50.8.2～�

������呉�

④長谷川博�物探��50.8.19～�

��〃�50.10.5�〃

��■■■��

④星野一男�燃料�''�〃�〃

��'■■■皿回��

④佐藤良昭�燃料�〃�50.9.7～�

���50.10.5�〃

��■■■■一��

④佐友木昭�鉱床�カナダ�50.9.17～�

��アルバｰタ大学�50.12.21�カナダ政府

��■一��

○河野道化�海外�エスキヤフ(タイ)�50.8.26～�

��CCOP事務局�51.8.25�JICA

��1■■■■■■��

④佐野渡一�海外�エスキヤプ(ソロモン)�50.9.5～�

��CCOP/SOPAC■1■■�50.9.18�JICA

○木村政昭�海洋�米国�51.2.1～�科学技術庁

��コロンビア大学�52.1.31�長期研究員

④大町北一郎�鉱床�チリヘルｰコ1コンピァ51210～��

��研究協力調査�51.2.24�ITIT

○伊藤久男�地禦�米国スタンフォｰド大学�51.3.5～�スタンフォ

���52.3.4�一ド大学

��■��

○三村弘二�地質�米国�51.3,21～�科学技術庁

��地質調査所�52.3.20�長期研究員

��⊥■■■��

○武居由之�物探�ペルｰ�51.3.1ム～�

��地質鉱物研究所�53.3.13�JICA

○藤井紀之�鉱床�サウジアラビア�51.3.24～�

��鉱物資源局�51.4.21�JICA

○安藤原�技術�''�〃�〃

○桑形久夫�技術�サウジアラビア�51.3.19～�

��航空測量局�51.4.13�JICA

注昭郡50年度に派遣中

出発(○印)または帰国(△印)�
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策2表海外

との交流(纈召46.4.1-l1召51.3.31)
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長が政府代表に任命され関係各省庁から代表代理が出

席した.一松本工業技術院長が天谷外務省国連局長とと

もに日本政府を代表して開会式で挨拶を行ない工業技

術院から菱沼研究業務課長および藤沢出際研究協力官が

代表代理として会議に出席した.地質調査所から小

林所長のほか礒見博海洋地質部長佐野凌一海外室長

燃料部福田理課長鉱床部嶋崎吉彦課長物理探査部駒

井二郎課長および燃料部佐藤良昭技官が代表代理として

日本代表団に加わった.このほか多くの所員が日本

側事務局員として会議文書の校正を含む会議の設営･運

営に協力した(写真3).

今回の会合には先進国からの顧問や国際機関の代表

を含め約100名が参加した.炭化水素･砕屑鉱物･砂

礫(建設材料)･石炭および地熱恋どの海底の資源の探

査およびそれに関係する環境保護第四紀地質学リモ

ｰトセンシングIDOE計画および環太平洋マップ･プ

ロジェクトなどの国際的研究計画あるいは国連大学･

国連天然資源回転基金などの他の国際機関との関係など

が討議され加盟国･先進国の協力による調査計画が討

議されまたいくつかのセミナｰやワ}クショップの

開催が勧告された.

会議終了後沖縄海洋博覧会の見学旅行カミ8月24-26

目にわたって行なわれCCOPの事務局長であるDr.C.

Y.LIをはじめ13名が参加した.

現在CCOPの最も重要な活動の1つはユネスコ

の政府間海洋学委員会(IOC)が主催する国際海洋調査

10年計画(IDOE)の一環として実施される｢東アジア･

東南アジアにおける地質構造の発達と金属鉱床ならびに

炭化水素の生成との関係｣についての総合的研究の推進

である.このためIOCと共同で東アジアの地質構

造および資源に関するCCOP一亙OC⑭OE共同作業グルｰ

プ(政府間機構)を設立しCCOPの東京会合の期間

中8月13･14目にこのグルｰプの第一回会合を開催し

た.

わが国では共同作業グルｰプに対応する国内委員会

のような組織がなくIDOEプロジェクトのための予算

が認められていないが関係研究機関により国内外で関

連する研究が活発に行なわれているので共同グルｰプ

参加国にこの計画に実質的に大き祖貢献をしているとの�
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印象を与えた.なおCCOP事務局でこのプはジェク

トを担当しているDr.T.W.C.HILDEを迎えて昭

和50年5月26目地質調査所で関係研究者の懇談会を開

催した.

CCOPは昭和50年5月20-27目タイのバンコク

で絶対年代セミナｰを開催した.技術部柴困賢技官が

CCOPの経費により出席しオ』ストラリア･西独･オ

ランダ･スイスおよび英国から派遣された専門家ととも

にKAr法の講議を行恋いまた日本列島の基盤岩

石の年代の研究の成果を発表した.このセミナｰでの

勧告にもとづき絶対年代測定に関する地域センタｰの

設立について検討するためスイスのProf.E.S地ERを

団長とする調査団が組織され加盟諸国を巡回後昭和

50年10月5-7日来目し日本の研究者と交流しわが

国による加盟国への協力の可能性について調査した.

CCOPは昭和51年1月19-24目タイのバンコクで

CCOP/IDOE計画のトランセクト(総合研究側線)地

域に関する衛星映像解釈のワｰクショップを開催し燃料部

星野一男技官がCCOPの経費により出席した.星野

技官は日本における衛星映像の地質構造解釈の研究の現

状を説明しわが国で開発されたエッジ強調法について

解説した.このワｰクショップの主な目的は米国地

質調査所で作成されたトランセクト地域の衛星映像モザ

イクの構造解釈を行なうことであって昭和51年6月ま

でに参加各国から最終結果をCCOP事務局に提出する

ことになっている.

わが国のCCOPに対する援助の1つとしてCCOP

事務局(UNDP地域プロジェクト事務所)に国際協力

事業団(JICA)経費により継続的に事務局に勤務する

専門家が派遣されている.地質部沢村孝之助技官は

昭和50年8月31目2年半の任期をおわり帰国した.

交代として海外室河野廼也技官が昭和50年8月26目

より1年間の任期で派遣されている.沢村技官は在任

中珪藻の標準試料の作製を行なったが帰国後もCCOP

のために引続きこの作業を行なうよう要請されている.

河野技官はCCOPの探査プロジェクトのデｰタシｰト

(計画書)の整備を終り海底炭田資料の編集の準備をし

ている.またタイおよび近隣諸国で開催されたいく

つかの国際的研究集会に事務局代表として出席した､

地質調査所はCCOPに対する協力としてCC艀

丁㏄hni･釧趾n･tin(年刊)を編集印刷しており佐野聾

海外室長がCCOPによりEd1tor･m-Chlef

文を掲載したVo1ume9が出版された.

なお後述の沿海探査集団研修コｰスの実施もわが

国のCCOPに対する協力に含まれている.

南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOR/S0疋

AC)は東アジアのCCOPの成功に刺激されて1972

年に設立されクック諸島･フィｰジｰ･ギノレバｰトお

よびエリス諸島･ニュｰジｰランド･パプアニュｰギニ

ア･英領ソロモン群島･トンガおよび西サモアカミ加盟し

ている.これらの加盟国の多くは大洋中の小島嘆で

東アジアの諸国とは地質的条件も社会的条件も異なり

活動の対象としてマンガン団塊およびリン鉱粗どの深海

底鉱物資源に重点がおかれている.

わが国は加盟国ではないカミCCOP/SOPACの動向

に関心をもっており第2回以後毎回の年次会合に佐

野海外室長がJICA専門家派遣経費により技術顧問とし

て出席している.昭和50年には9月8-16日英領

ソロモン群島のホニアラで第4回会合が開催された.

1976年よりUNDPの援助が強化される見通しがつき

活動が本格化しつつある(写真4).

CCOP/SOPACもIDOE計画に参加するプロジェク

トをIOCに提案し第4回会合に先立って昭和50年

9月1-6目フィｰジｰのスヴァでIOCと共催で

I皿O廻計画南太平洋地域の地質･鉱物資源および地球物

理に関する国際科学ワｰクショップを開催した.この

会議に海洋地質部盛谷智之技官が科学技術庁国際研究

集会派遣費により出席し地質調査所によるマンガン団

塊調査結果および日本の第三紀マンガン鉱化作用につい

て発表した.ワｰクショップでは

写真3CCOP第12回会合の会場(外務省国際会議室昭和50年8

月)中央は議長(小林勇地質調査所長)�
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(1)縁辺海および島弧間海に関連する問題

(2)合体するプレｰト縁辺の研究

(3)合金属海底堆積物の研究

の3つの大きな課題がとりあげられ研究計画の提案

がまとめられた.これらのプロジェクトは引続いて

行なわれたCCOP/SOPACの第4回会合でその作業プ

ログラムに編入された.

地域鉱物資源開発センタｰ(毘MR皿C)は地域地質鉱物資源

開発会議第9回会合(昭和48年10月クアラルンプｰル)

の決定に従って昭和48年10月24目付でESCAP天然

資源部に設置された.現在日本･西独およびオラン

ダ政府からそれぞれの経費負担で派遣されている専門

家によって構成され域内各国の鉱物資源探査開発事業

に対する諮問･助言サｰビスを主要業務としている.

4名の専門家のうち日本政府から派遣されている三枝

守緯氏カミActingCo･ordinatorに指名されている.

技術部本島公司技官はJICA専門家派遣により昭

和50年3月1目から1年間の任期でこのセンタｰに地

化探専門家として派遣されてV'たカミ昭和52年2月28目

までさらに1年間任期を延長した.本島技官は昭和

50年8月インドネシアに同9-10月パキスタンに昭

和51年1月フィジｰにまた同3月イランおよびパキス

タンに出張しそれぞれの国立機関における地化学探査

を指導した.

ESCAPはユネスコと共催で鵬CA更地域堆積盆地鰯序

灼比グルｰプの会合を昭相50年12月1-6目タイの

バンコクで開催した.わカミ国からは出席できたかった

が河野専門家がCCOP代表として参加した.この

グルｰプは国際地質層序対比計画(IGCP)のプロジェク

トの1つとして承認されており層序アトラスの作成や

標準化石の整備法とが主た事業である.

世界地質図委員会南･東アジア小委員会は昭相49年2月

インドのカルカッタで第1回会合を開きそれまでEC

AFE地質専門家グルｰプ(その後ESCAP天然資源委

員会に合併した)が担当していた地域地質図･地域地質

構造図および地域鉱床生成図の編集を引継いだ.地質

調査所は地域鉱床生成因のCOnVenerおよび地域地質

構造図の地域Co-ord三nator(日本･韓国･フィリピン地

域担当)を引受けている.

インド地質調査所長がこの小委員会の委員長でべ一

スマップの改訂を行なっているが日本の部分について

の原図の校閲が資料室によって行祖われた.昭和50年

8月7目･インドネシアのジャカルタで地域地質構造図

のC0-ordinatOrの会合が開かれわが国から千葉大学

兼平慶一郎助教授(当所併任)が出席した.

3.中近東地域

サウジアラビア

昭和38年以来地質調査所はサウジアラビア石油鉱物

資源省の鉱物資源総局①G珊亙)に対し専門家を派遣して

きた.これらの専門家は1年半を単位期間とする個人

契約であったカミ政府間契約で派遣されている米国地質

調査所(USGS)およびフランス地質鉱物調査事業団

(BRGM)の調査団に準じて日本チｰムとして扱われ

第7次調査団まで派遣された.

しかし両国間に経済協力協定カミ締結された機会に

問題の多い個人契約による派遣を打切る方針を打出し

昭穐50年度中に契約を終了した技術部加藤甲壬技官が

昭和50年9月15目に日本鉱業株式会社小野高氏が昭和

写真4

CCOP/SOPAC第4回会合

(英領ソロモン群島ホニアラ)

の出席者.ここにいる27名の

うち現地人4名東洋人身名

〔佐野技術顧問(向って右から

前列5人目筆者)および亘SC�
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51年1月8日に燃料部藤井敬三技官が同1月31目に

それぞれ帰国し最後まで残った第7次調査団長地質

部平山次郎技官も昭和51年3月15目に帰国した.

日本専門家チｰムはサウジアラビアの鉄鉱床や非鉄金

属鉱床の調査に従事し多数の報告書をDGMRに提出

した･とく年ワディシュワス地区で火山層序を確立

しジャドマ銅鉱床を発見した業績は高く評価されいる.

鉱物資源担当次官Gha･iH.SULT州民および同次官

補M.Q-AsAA･D氏は日本チｰムの終了にあたり昭

和51年1月行で小林所長宛丁重な感謝の手紙をよせて

きた.また昭和50年3月に帰国した技術部桑形久夫

技官は派遣中石油鉱物資源省の航空測量局の要請に

よりルブアルハリ砂漠の道路建設のための測量を短期

間で完成し感謝された(第4図･写真5).

一方目サ経済協力協定締結後たびたびの外交交渉に

より政府間協定による技術協力が検討されその1つ

として非金属鉱物の探査および評価に関するプロジェク

トを米国あるいはフランスの調査団と同様な政府間契

約の形で実施することで予備的に合意に達した.した

がってその具体的な計画をたてるため鉱床部藤井紀

之技官および技術部安藤原課長が昭和51年3月24目一

4月21目JICA経費により派遣された調査団のメンバ

ｰとして現地に出張した.また航空測量についても

同様な技術擦力が提案され桑形技官がJICA経費に

より派遣された調査団の一員として昭和51年3月19-

4月13日現地に出張した.
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第4図サウジアラビア目本地質調査団調査地域(昭和38-50年)

①アルワジ地区金1963-65

②ワジサワイン地区鉄1966-68

③ワジノ･ヤｰン地区チタン鉄鉱1968-69

④ジャバルシャイバン地区銅1968,71-75

⑤ワジシュワス地区鋼1969-75

⑥ノ･シムラデイ地匿カオリン糊土1972-73

⑰ルプアルノ･リ地区道路測量1973-75

サウジアラビア応用地質学センタｰは1970年ユネスコ

の援助によりダｰラン石油大学の大学院として設立され

アラビア人地質学生の学部卒業後の教育と関連する研究

にあたっている.センタｰはその後国立キング･アブ

スラジズ大学に移管されDGMRもその管理に関係し

ている.技術部高橋清技官は昭和46年3月20目より

写真5

サウジアラビア調査団のべ

一スキャンプ設営天幕は

鍵搬擦1

3時間で完成する�
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黒海
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第5図トルコ派遣専門家調査地域(昭和50年9-11月)

ユネスコ専門家としてこのセンタｰに派遣されており

地球化学担当のTechnica1Adviser(教授)として学

生の指導とサウジアラビアおよびその周辺地域の地球

化学的研究に従事している.

トル:1

地質調査所はトルコ鉱物調査開発研究所(MTA)にJIC

A経費による専門家を派遣し非鉄金属鉱床調査に協力

している･昭和44年よりそれまでg個人契約方式が

JICA経費による政府派遣にあらためられ2人以上の

チｰムとなった.現在昭和50年7月9目任期を終了

して帰国した鉱床部高島清技官および同5月9日帰国し

た日本鉱業株式会社秤信男氏にかわって四国出張所神

谷雅春技官および北海道支所岡部賢二技官が昭和50年

7月1目より2年間の任期で派遣され黒海東部沿岸

地域の非鉄金属鉱床の調査およびMTAによる調査の指

導を行なっている(第5図).

神谷･岡部両技官は昭和50年7-8月に短期間ア

ラクノレ支所担当地域の銅･鉛･亜鉛鉱床およびアナトリ

ア･ディヤノレバｰク北部地域(エルガニ鉱山周辺ディ

ヤノレバｰク支所担当)の銅･鉛･亜鉛鉱床を予察調査し

た.引続いて神谷技官は昭和50年9-10月シェ

ンカヤ地区およびユスフェリ地区の鉱床調査を行抵った.

シェンカヤ地区の鉱床は白亜紀のオフィオライト統のス

ピライト質火山岩中に胚胎する塊状･脈状･鉱染状の銅

鉱床で地質鉱床調査の結果から高品位銅鉱床発見の可

能性は高いと考えられないが塊状鉱床に対して物理探

鉱の実施を勧告した.ユスフリ地区の鉱床は白亜紀の

火山岩類に貫入した花開岩中の銅一モリブデン鉱床で

現在発見されている鉱化帯は稼行の対象となり得ないが

IP探査を試みることを勧告した.

夫

アメリカ合衆国

覧}''＼

平

甲

曹

▽臨

マ`

凡例

㎏CRNNR銅探鉱地

銅鉱産地(1972年1,O00t

口銅以上)

団銀･銅

圃金･銀･銅

鰯金･銀･鋼･鉛･亜鉛

▽銀･蒐鉛･(銅)

珊銀･鉛･亜鉛･(銅)

メキシコ湾

洋く'一一''

･グアテマラ

第6図メキシコの主要綱産地と再生不能天然資源審

議会による銅探鉱地

進基地)における地質鉱床の問題点の討議･調査および

指導を担当した･ユニエ地区の地質は主として白亜紀

の火山岩および火山砕屑岩から放り銅･鉛･亜鉛･硫

化鉄･マンガンなど浅熱水性鉱化作用が多くの個所で知

られ下いる.ギレスン地区の地質および鉱化作用は大

局的にユニエ地区と同様である.両地区のいくつかの

鉱床を観察し現地でトルコ人技師と検討し意見を述

べた.全体としてみれば､.ユニエ地区の鉱床は浅熱水

性であるが浅いところで形成されたものでありより

広い範囲の地質と鉱化作用との関連を考察する必要カミあ

るが現在のところ個々の鉱化帯の調査に終始してい

る状況である.

4.中南米地域

メキシコ

鉱床部竹田英夫技官はメキシコ再生不能天然資源審議会

(CRNNR)に昭和48年12月12目よりJ工CA経費で2

年間派遣中のところさらに昭和51年12月11目まで1

年間任期を延期した.竹岡技官は主としてメキシコ北

部のホｰフイリｰカッパｰ鉱床の調査を行なっている.

なお東京農業大学端山好和助教授が昭和50年8月20

目より1年間の任期でCRNNRにJICA専門家とし

て派遣され竹田技官とともに調査研究にあたっている

(第6図)曲

岡部技官は昭和50年9月より11月までユニエ地区

およびギレスン地区のMTAの既設キャンプ(調査前

ペル幽

昭和51年3月14目より2年間の任期で物理探査部武�
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策3表沿海鉱物資源探査団研修参加者(昭50.58～12.17)

国籍�氏名�所属

バングラデシュ�MUsTAm田UBRAH皿AN�鉱物開発公社

コロンビアu1■�N醜T0RCAsTE0Q.�コロンビア大学

インドネシア�IS皿AILUSNム�地質調査所

〃�M0H畑ADAMINRムDJI�石油･ガス局

韓国�KwANSo0NP蛆K�地質鉱物研究所

ナイジェリア�OREsANYAADE皿0LAC冊IsT0閉ER�鉱山･動力省■

ペノレｰ�VIcToRSム胴PAEEA�石油分社

��■

フィリピン�JosEN.ALMAsco�鉱山局

タイ�K0M0LORALR蛆MAN囲�鉱物資源局

井出之技官がペノレｰ地質鉱物研究所(IGM)において物

理探査とくにIP法を実施･指導するためJICA経

費により派遣された.

国際産業技術研究事業研究管理者招へいおよび研

究協力調査一コロンビア･チリおよびペルｰ

国際産業技術研究事業(ITIT)の一環として工業技術

院によりコロンビア国立地質鉱物研究院長A1be工toA肝胆Ez

氏が研究管理者として招へいされ昭和50年10月28目より

11月15目まで来日したので地質調査所はその接待にあ

たった.同院長は地質調査所･公害資源研究所･石油

開発公団石油開発技術センタｰおよび日本の代表的柾民

間企業を見学し金属探鉱事業団および海外鉱物資源開

発株式会杜を訪間した.

地質調査所が実施を希望しているアンデス地域の鉱化

作用に関する共同研究について討議しアンデス造山帯

と東アジアの島弧系がともに太平洋プレｰトのもぐりこ

みに伴う変動帯に位置するという観点からこの研究の

成果は双方にとって有益であろうということを確認した.

しかしコはシビアはアンデス山脈の北端に位置し中

央部のチリペノレｰのアンデス地帯に比較して複雑な構

造を示すことが指摘された.院長は政府部内でこの提

案を検討するが共同研究に関する討議と現地調査のた

め調査団がコロンビアを訪問することを歓迎するとの

意向を示した.

上述のように地質調査所はアンデス地域の鉱化作用

について南米諸国の地質調査研究機関との共同研究を希

望している.大町北一郎鉱床部長はITITの研究協力

調査団派遣経費により昭和51年2月!0目より24目まで

チリ･ペルｰおよびコロンビアに出張し国立地質研究

機関･鉱山行政機関等を訪間して将来の研究協力の可

能性について調査した.

第4表地下水資源開発集団研修参加者(昭50.6.26～10.21)

国籍�氏名�所属

アフガニスタン�ABDULKAD脱�農業灌概省

バングラデシュ�MムLIKED.ABDUsSA肚D�水資源開発局

ボリビア�S畑U肌CAMAcH0V.�地質調査所

ブラジル�YUITIFUsHIGUR0�水動力省

エジプト�ABD肌Wム肌BMo肌㎜DKENムwI�灌概省

インドネシア�K畑RIWID0D0�土木･電力省

イラン�J加s亘IDS亙畑IE�水動力省

イラク�MU肌NNADJム'畑ERAL-KA田wINI�農業省

マレｰシア�THIムTKHI0NGT肥N�灌概局

タイ�C朋TPANKムNK0Ew�厚生省

農業灌概省

地質調査所

5.集団研修コｰス

地質調査所はJICAにより実施されている集団研修

コ]スのうち下記の2つのコｰスを昭和42年度より担

当している.これらはいずれもESCAPの要請によ

り開設されたものであるが中近東･中南米あるいはア

フリカの発展途上国からも研修員を受入れている.両

コｰスには所内外の学識経験者により構成される運営委

員会がそれぞれ設置され研修方針およびカリキュラム

の概要を審議している.

昭和50年度の沿海探査集団研修コｰスは8ケ国より9名

の研修員を受入れ(第3表参照)5月8目よりオリエ

ンテｰションおよび約2ケ月の日本語講習(以上JICA

担当)7月14目より12月17目まで技術研修を行なった.

本コｰスは海底鉱物資源の探査に関する基礎的知識を与

えることを目的としているが物理探査に重点がおかれ

また研修員の資質･能力の向上に伴い年々研修内容

の向上がはかられている.

講議および室内実習のほか空中磁気探査実習および

地質調査船白嶺丸による調査航海への参加(5日間)を

含め5回の研修旅行を実施した.研修内容の高度化

をはかるため約1ヶ月間試験的に石油課程と一般鉱

物資源課程とにわけ研修員の希望により選択受講でき

るようにした･石油コｰスでは主に反射地震デｰ

タ処理技術実習を日本石油コンサルタント株式会杜に委

託して行なった.さらに研修期間の最後に簡単な技

術レポｰトの作成を行なわせた.

昭和50年度の地下水資源開発集団研修コｰスは10ケ国よ

り10名の研修員を受入れ(第4表参照)昭和50年6月26

目よりオリエンテｰションおよび約1ケ月間の日本語講

習(以上JICA担当)8月4目より10月21目まで技

術研修を行校った.本コｰスは講議および実習を通じ�
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て地下水の探査･開発および管理について基礎的知識

を与えることを目的としている.

研修期間中全国さく非業協会連合会の協力により

電気探査および揚水試験の野外実習と3回の見学旅行と

を実施した.毎年のコｰスのはじめに研修員に自国

の地下水開発の状況を報告させカントリｰレポｰト集

として印刷しているが各国の地下水車惜を知るための

貴重な資料となっている.なお相続く都市地域の地

下水採取規制により野外実習の実施が困難となりつつあ

り適当な用地の確保を考慮する必要があることが運

営委員会で話題と狂った.

6.先進国との協力および在外研究

昭和50年10月22目より11月4目まで米国地質調査所の

地球化学地球物理学部長R.S.FIsKE博士地熱プロ

ジェクトのCo-ordinatorであるしJ.P.MUEE咀R博士

およびRL.SMIT亙博士の3名が地熱資源の評価に関

して意見交換のため来日し地殻熱部を中心としてセ

ミナｰ･講演会の開催および巡検旅行だとの行事が行匁

われた.

昭和50年5月開催された世界石油会議に出席のため来

日した西独連邦地球科学天然資源研究所のF.B酬D醐所長

は日独の対応する機関相互の共同研究を提案しさしあ

たり適当なプロジェクトを選定するため密接な連絡を

とることを申入れた.当所では企画室が中心どたり

関連のある文献を交換し検討中である.

昭和50年度科学技術庁長期在外研究員に2名が合格し

米国に留学した.米国およびカナダの政府機関等の経

費により3名が招へいされて在外研究のため渡航した.

うち1名は科学技術庁パｰト研究員として渡航費の支給を

受けた.昭和50年度以前に在外研究のため渡航した4

名のうち2名が帰国し2名が滞在期間を延長して

昭和51年度まで研究を続ける(第1表参照).

環境地質部村下敏夫技官は立地公害局が派遣した地下

水人工;函養調査団の一員として昭和50年11月16目より12

月2目までスウェｰデン･フランス･西独･オランダ･

英国およびイスラエノレの6ケ国に出張した.

7.国際会議

上述の技術研究協力に関係したいくつかの国際会議の

ほかに下記の会議に所員が参加した.

昭和50年5月11-16目東京で第9回世界石浦会議が開

催され鉱床部嶋崎吉彦課長燃料部佐藤良昭技官･星

野]男技官および海洋地質部本座栄一技官が技術秘書

としてそれぞれ1つのパネノレを担当し会議の運営に

協力した.この会議には米国地質調査所長･西独連

邦地球科学天然資源研究所長およびソ連地質省次官をは

じ｡め多数の国立機関に属する地質学者が参加したので

小林所長は5月14目パレスホテルでレセプションを

開催して国内官庁および民間の関係者をあわせて招待

した.同伴夫人を含め約80名が参加し盛会であった.

昭和50年5月20-29日米国のサンフランシスコで第

2回国連地熱シンポジウムが開催されその前後に3-4

目の視察旅行が行なわれた.この会議に出席するため

地殻熱部名清愛課長は工業技術院新エネノレギｰ技術開発

費により昭和50年5月15目より6月1目まで地殻熱

部馬場健三課長は同5月17目より6月7目まで地殻熱

部山田営三技官は5月17目より6月1目まで出張した.

地質調査所から提出され受理された論文の題目は次の

通りである.

山田営三鬼首カルデラとその熱水系の地質の発達

馬場健三北栗駒地熱地域における放熱量･浅層地温およ

び重力調査

角清愛･高島勲日本の地熱地帯の熱水変質八回一の鉱物

成分と絶体年代

環境地質部長谷紘和技官はリモｰトセンシングに関す

るW.T.胞COLA記念シンポジウムに出席し米国にお

ける関連技術の現状を調査するため産業技術振興協会

の経費により昭和50年10月26目より11月6目まで米国

に出張した.

地質部野沢保技官はIGCPの環太平洋深成作用プロジェ

クト第5回会合に出席するため学術会議経費により昭和

50年11月11目より25目までマレｰシアおよびタイに出

張した.

なお昭和50年8月4-7目インドネシアのシャカ

ノレタで東南アジア地域地質鉱物資源会議が開かれITIT特

別研究のため出張中の燃料部名取博夫技官が参加した.

また昭和50年8月18-30目カナダのバンクｰバｰ

で開かれた第13回太平洋学術会議に科学技術庁中期在外

研究員(昭和49年度)として米国およびカナダの研究

機関を歴訪中の鉱床部石原舜三技官が参加した.�


